
 

DX研修（経営層等向け）実施業務 委託仕様書 
 

１ 委託業務名 

 DX研修（経営層等向け）実施業務 

 

２ 目的 

  中小企業のDX推進を目的として、企業の経営層等がDXに関する全体像や本質を理解し、DX推

進、戦略策定へと繋げる集合形式の研修を実施する。 

 

３ 委託契約期間 

  委託契約を締結した日から令和４年２月２８日まで 

 

４ 委託業務の内容 

別紙1（研修内容）のとおり、企業の経営層等がDXに関する全体像や本質を理解し、DX推進、

戦略策定へと繋げる集合形式の研修を実施する。 

 

５ 委託の範囲 

（１）管理運営：委託業務全体の管理運営、実績報告書の作成 

（２）事業実施：研修の企画・実施、会場手配、参加企業へのオンライン接続等のサポート、ア

ンケート対応 ※対面集合式の場合は、感染防止策を講じること 

 

６ 委託金額 

委託料の上限は５，０００，０００円（税込み）とする。 

 

７ その他 

（１）本業務の履行に当たり、この仕様書、契約及び当財団の指示を遵守すること。 

（２）委託料については、原則として全事業の終了後、検収した上で支払う。ただし、個別研修

時間は参加企業数によって異なるため、実績に応じた額を確定額として支払う。  

（３）受託者は、受託者が行う業務を一括して第三者に委託、又は請け負わせることはできな

い。 

（４）受託者が本業務を行うにあたって個人情報を取り扱う場合には、別紙2（個人情報取扱特

記事項）に基づき、その取扱いに十分留意し、漏えい、滅失及びき損の防止、その他個

人情報の保護に努めること。 

（５）受託者は、本業務を行うにあたり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は、自己の利益

のために利用することはできない。また、委託業務終了後も同様とする。 

（６）その他不明な点は、双方の協議により決定する。 

  



 

別紙1（研修内容） 

 

１．概要     

目的 日程 場所 対象 想定企業数 

参加企業の実情と

目的に合わせたDX

戦略策定 

令和3年8月～令

和4年2月の期間

中、4回コース×2

回 

・山口県内 

・WEB 

・山口県内に主た

る事務所を有する

中小企業者 

・大分類A（農業、

林業）、大分類B

（漁業）を除く業

種 

最大60社（30社×

2回） 

     

２．研修内容     

  1 2 3 4 

内容 DXに向けて 
自社分析 

課題選定 
DX戦略立案 

DX戦略 

ブラッシュアップ 

（個別） 

日時 3時間程度 3時間程度 3時間程度 
1時間程度 

×参加企業 

場所 県内会議室 県内会議室 県内会議室 WEB 

形式 

対面集合式 対面集合式 対面集合式 参加企業：自社から

WEB接続 

講師：自社からWEB

接続 

狙い 

・DX基礎知識習得と

意義確認 

・自社分析→課題把

握→解決方法検討→

計画策定→実践の流

れ確認 

・自社分析と課題選

定 

・課題解決方法検討 

・DX戦略立案方法 ・自社のDX戦略立

案、ブラッシュアッ

プ 

研修 

内容 

・DXに向けて（基

礎、種類、手法、戦

略等） 

・DX事例 

・自社分析（強み、

弱み、課題等） 

・課題解決手法の検

討と選定 

・モデルケースを用

いたDX戦略立案 

・効果把握、評価方

法 

・自社のDX戦略ブ

ラッシュアップ 

備考 

事後課題：自社分析 事後課題：課題に対

する解決策検討 

事後課題：自社のDX

戦略立案 

※個別指導にて各社

の事情に合わせた支

援実施 

※新型コロナウイルス感染症拡大の状況により、形式を変更する可能性あり。 



 

別紙 2（個人情報取扱特記事項） 

 

（基本的事項） 

第１  乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に当たっては

個人の権利利益を害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければなら

ない。 

（秘密の保持） 

第２  乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはな

らない。この契約による業務が終了し、又はこの契約が解除された後においても、同様と

する。 

（収集の制限） 

第３  乙は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、業務を達成す

るために必要な範囲内で、適法かつ適正な方法により行わなければならない。 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第４  乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、この契約による業務に関して知り得た

個人情報を契約の目的以外のために利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（適正管理） 

第５  乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失、き損の防止

その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、この契約による業務に従事している者に対して、その在職中であると職を退い

た後であるとを問わず、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は

不当な目的に使用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項を周知さ

せなければならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第６  乙は、甲の承認があるときを除き、この契約による業務を処理するために甲から引

き渡された個人情報が記録された資料等の複写、複製、又はこれらに類する行為をして

はならない。 

（再委託の禁止） 

第７  乙は、この契約による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、甲

の承認があるときを除き、第三者にその取扱いを委託又はこれに類する行為をしてはな

らない。 

（資料等の返還等） 

第８  乙は、この契約による業務を処理するために甲から引き渡され、又は乙自らが収集

し、若しくは作成した個人情報が記録されている資料等は、業務完了後直ちに甲に返還

し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものと

する。 

（事故発生時における報告） 

第９  乙は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知った

ときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

注  「甲」は委託契約締結者を、「乙」は委託先をいう 


